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ドクターのための相続知識
夫が外国籍の場合、相続税はどうなる?
申告の基本と注意点
プライマリー・プライベートバンカー有資格者 佐藤　喜博
国際化が進み、ご夫婦のどちらかが外国籍であるご家庭も増えています。とても

喜ばしいことですが、相続の場面では日本の税法や法律がどのように適用されるの
か、戸惑われる方も少なくありません。今回は、外国籍の夫が亡くなり、日本人の妻
が相続する場合の相続税申告の基本的な考え方と注意点を解説します。

◎ 本記事をお勧めする方 
ご自身またはお子様が国際結婚をされている方
相続財産が日本国内と海外の両方に存在する可能性のある方
グローバルな視点での資産管理や相続対策に関心がある方
相続税の課税対象となる財産の範囲を正しく理解したい方

※上記は、2025 年 9月現在の税制・税率に基づき作成しておりますが、あくまでも概要について説明し
た参考情報（値）であり、その内容の正確性をお約束するものではありません。また、税制・税率は
将来変更されることがあります。なお、個別の取扱いにつきましては、所轄の税務署の判断によります
ので、お客さまご自身にて所轄の税務署または税理士にご確認ください。上記、２０２５年９月現在の
法令に基づき作成しております。詳細につきましては、弁護士等にご確認ください。

ポイント 1：相続税の納税義務者は誰か？
日本の相続税法では、亡くなった方（被相続人）と財産を受け取る方（相続人）の
国籍や住所によって、納税義務の範囲が細かく定められています。
今回のケースでは、財産を相続する妻が日本国籍を持ち、日本国内に住んでいるこ

とが前提です。
この場合、妻は日本の税法上「居住無制限納税義務者」に該当します。
これは、日本の相続税法において最も広い納税義務を負う立場で、原則として、取
得した財産の所在が日本国内か海外かを問わず、すべての相続財産に対して日本の
相続税が課税されることになります。
まずは「相続人である自分は、国内外すべての財産に対して日本の相続税を納める
義務がある」という基本を押さえておくことが重要です。

ポイント 2：課税される財産の範囲は「誰がどこに住んでいるか」で決まる
国際相続における相続税の課税対象となる財産の範囲は、日本の税法によって、亡

くなった方（被相続人）と財産を相続する方（相続人）の「住所」と「国籍」の組
み合わせで、大きく4つのパターンに分けられます。
今回は、外国籍の夫（被相続人）と日本人の妻（相続人）のケースで、妻の納

税義務の範囲を具体的に見てみましょう。
【ケースA：夫の住所が日本だった場合】妻が相続した財産は、日本国内・海外を問
わず、すべて日本の相続税の課税対象となります。
【ケースB：夫の住所が海外だった場合】相続人である妻が日本に住所を有する等で
“無制限納税義務者”に該当する場合は、原則として取得した全世界財産が課税対
象です。被相続人（夫）の住所が海外でも、妻が無制限納税義務者であれば、海
外財産も課税され得ます。妻が“制限納税義務者”に該当する場合に限り、日本国
内財産のみが課税対象です。
納税義務者の区分と、それに伴う課税対象財産の範囲は、国際相続の全体像を理

解し、正しい相続税申告を行ううえで極めて重要なカギとなります。

ポイント３：二重課税を防ぐ「外国税額控除」と法律の適用問題
国際相続では、税金以外の問題にも注意が必要です。一つは「二重課税」です。
ポイント2のケースAのように、海外にある財産にも日本の相続税が課される場合、

その財産に対して夫の母国でも相続税にあたる税金が課されることがあります。この国
際的な二重課税を調整するため、日本には「外国税額控除」という制度があり、外国
で納付した税額を日本の相続税額から一定の範囲で控除することができます。
もう一つは、そもそも誰が相続人になるかを決める「準拠法」の問題です。日本の
法律では、相続に関する事柄は「亡くなった方の本国の法律」によると定められていま
す。つまり、夫の国の法律によっては、相続人の範囲や法定相続分が日本の民法と異
なる可能性があります。これらの制度は非常に専門的であり、適用には詳細な要件が
あるため、専門家による判断が不可欠です。

まとめ：国際相続は極めて専門的。必ず生前から専門家にご相談を
外国籍の配偶者の相続は、被相続人と相続人の住所、財産の所在地によって課

税関係が複雑に変わります。さらに、海外での税金の支払いや、適用される法律の違
いなど、国内の相続手続きとは比較にならないほど専門的な知識が求められます。ご自
身で判断して手続きを進めた結果、申告漏れを指摘されたり、相続人間で思わぬトラブ
ルに発展したりするケースも少なくありません。
国際結婚をされているご家庭では、お元気なうちから、①国内外の財産リストの作成、

②ご夫婦双方の国の相続法制の確認、③納税資金の準備などを計画的に進めておく
ことが重要です。国際税務に詳しい税理士や弁護士、そして専門家との橋渡し役とな
る私たちファイナンシャルプランナー有資格者に、できるだけ早い段階でご相談ください。




